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新型インフルエンザのパンデミック時には，抗インフルエンザウイルス薬や新型インフルエ
ンザ用のワクチンが不足することが予想され，そのために治療あるいは予防のための薬剤の使
用に関する優先順位付けを事前に行っておくことが重要となることから，現状での国民の意思
を把握するために，一般住民調査を通じて優先順位について検討した。

2005年４月上旬に全国において実施された調査における回答を分析した。調査内容は，
12種類の人ロ集団に対して，優先順位付けを１位から12位まで行うことを求めた。分析は優先
順位について各順位での支配的な人口集団の分析と，代表的な人ロ集団である「高齢者」「妊
婦，乳児の母親」「乳幼児・小学生」の最優先人口集団の選択に関する分析を行った。
調査票は880世帯に送付し，772世帯の20歳以上の成人1,220人から回収を得た。優先順位付

けに関しては，賛成，反対，わからないがほぼ同数であった。１つ目の分析である優先順位は，
第１位「乳幼児・小学生」，第２位「妊婦」，第３位「乳児の母親」，第４位「医療従事者」，第
５位「60歳未満の慢性肺疾患患者，心疾患患者，腎疾患患者，代謝異常患者，免疫不全状態の
患者」，第６位「特別養護老人ホーム・老人保健施設などの従業員」，第７位「健康な高齢者
（65歳以上）」，第８位「警察・消防関係者」，第９位「通信・交通・電力・エネルギー業界関
係者」，第10位「行政担当者」，第11位「他の項目に当てはまる人を除く健康な13歳以上65歳未
満の人」，第12位「60歳以上の慢性肺疾患患者，心疾患患者，腎疾患患者，代謝異常患者，免
疫不全状態の患者」，の順で選択されていた。また，医療従事者と60歳未満の慢性肺疾患患者，
心疾患患者，腎疾患患者，代謝異常患者，免疫不全状態の患者，特別養護老人ホーム・老人保
健施設などの従業員と健康な高齢者（65歳以上），警察・消防関係者と通信・交通・電力・エ
ネルギー業界関係者の間には有意な差はないので同じ順位であった。また，この順位は抗イン
フルエンザウイルス剤，ワクチン接種の場合で共通であった。２つ目の分析である代表的な人
口集団における最優先人口集団に関する推定結果は，抗インフルエンザウイルス剤とワクチン
接種において，優先順位で「幼児・小学生」を最優先とする確率は，幼児・小学生の同居家族
はそうでない場合よりも，抗インフルエンザウイルス剤では9.7ポイント，ワクチン接種では
8.0ポイント高かった。逆に，「高齢者」を最優先とする確率は，高齢者はそうでない者よりも
抗インフルエンザウイルス剤では4.7ポイント，ワクチン接種では4.8ポイント高かった。
調査結果は，オランダでの優先順位に関する研究とは整合的であるが，新型インフルエンザ

対策に関する検討小委員会報告での提言内容とは必ずしも整合的ではなかった。
パンデミックインフルエンザ，抗ウイルス剤，ワクチン，使用優先順位，パンデミッ

クプラン



Ｉ

2003年からのベトナムやタイ，日本など世界
各地での高病原性鳥インフルエンザ /
の家禽類での大流行とヒトヘの感染を受けて，
ヒトでの新型インフルエンザの出現，パンデ
ミックヘの対応が，国際的にも急ピッチで行わ
れている。例えば， においては，2002年10
月ジュネーブで

，2004年３月ジュ
ネーブで

６月にはクアラルン
プールで

が開催された。そこでの議
論の一部はガイドラインとして既にまとめられ
て い る 1)。 ま た， 国 際 的 に は 既 に カ ナ
ダ2)，オーストラリア3)，イギリス4)がパンデ
ミックプランを策定し，公開している。国内の
対応は，1997年香港での インフルエン
ザウイルスのニワトリでの大流行とヒトへの感
染事例発生の直前に，日本では初めての新型イ
ンフルエンザ対策委員会が組織され，報告書が
まとめられた。また，2003年末からの東南アジ
アをはじめとする世界各地での高病原性鳥イン
フルエンザの流行を受けて，新たな委員会が構
成され2004年８月に報告書がまとめられた5)。
パンデミック対策において大きな問題となる

のは，抗インフルエンザ薬や新型インフルエン
ザ用のワクチンが量的に限られているとき，治
療あるいは予防用の薬剤やワクチンの使用に関
する優先順位である。つまり，パンデミック時
には非常に多くの罹患者，あるいは重症者，死
亡者が出ると考えられるが，現在流通，備蓄あ
るいは新たに生産されるであろうこれらの薬剤
が，十分な量がある保証は現在ない。そこで，
限られた資源をいかに有効に効率的に使用する
かの議論が行われており，それらに従って事前
に供給の制限，使用の優先順位を確定しておき，

発生時には混乱なく，優先順位の高い者へ適切
に供給できるような体制を確立する必要がある
とされている。逆にその優先順位が与えられる
ことによってはじめて，国家が事前に準備して
おく薬剤総量も確定することができる。
この優先順位については，例えば の

ガイドライン1)では，社会的基盤サービスに従
事している者を優先する戦略，罹患時に死亡や
重症化し入院治療を必要とするであろう者を優
先する戦略，罹患時に重症化するリスクが知ら
れていない者を優先する戦略が併記されている。
カナダ2)では，医療従事者・救急搬送要員・公
衆衛生要員，基幹的サービス従事者，罹患に
よって重症化するハイリスクグループ，健康成
人，２歳以上18歳未満の順で優先順位を定めて
いる。オーストラリア3)では，医療従事者，原
住民を最優先とし，次いでハイリスクグループ
の順と定めている。イギリス4)では優先順位の
記載はない。
しかしながら， をはじめオランダを除

く諸外国においても，その優先順位確定の根拠
は不明確である。オランダは厳密な数理モデル
を構築した上で評価しているので，その科学的
根拠がある。そこでは，罹患者あるいは死亡者
の最小化を目的とする方策として，薬剤の優先
順位が議論されており6)，各人口集団間での接
触率を勘案し，幼児・小学生あるいはその親の
世代にワクチン接種するのが最も効率的，つま
り流行の拡大を30％抑制でき，パンデミックそ
のものを抑制できる可能性があることを指摘し
ている。これは数理学的なモデルや実際の接触
率の推定に基づいた結論であり，強固な証拠に
裏付けられている信頼するに足る研究であるこ
とはまちがいない。しかし，年齢階層でのみ分
類されており，そのリスクや社会的機能につい
ては分類されていない点に留意を要する。つま
り，オランダでの分析の結論は， が社会
機能の維持や死亡者の抑制を戦略としているの
と好対照であり，そのことについては考慮され
ていない。著者らは日本においても同種の研究
を実施し，高齢者あるいはハイリスク集団に抗
インフルエンザウイルス薬を使用するのが効率



新型インフルエンザが発生すると５人に１人がかかり，10万
人の死亡者が出るとされています。それに対するワクチンは
なく，特効薬も少ししかなかったとします。

問１ その場合，特効薬の服用に優先順位をつけることにつ
いて，あなたはどう思われますか。優先順位をつけなけ
れば医者に早くかかった人のみが服用でき，後でかかっ
た人は服用できなくなります。（○印はひとつ）

［１］賛成
［２］反対
［３］わからない

問２ 優先順位をつけることになりました。誰から優先的に
特効薬を受けるべきだとお考えですか。順位にあてはま
るアルファベットを下記の太枠内から選んでお答えくだ
さい。（下記のアルファベットをそれぞれ記入）

［Ａ］警察・消防関係者
［Ｂ］他の項目にあてはまる人を除く健康な13歳以上65歳未

満の人
［Ｃ］乳児の母親
［Ｄ］特別養護老人ホーム・老人保健施設などの従業員
［Ｅ］医療従事者
［Ｆ］60歳以上の慢性肺疾患患者，心疾患患者，腎疾患患

者，代謝異常患者，免疫不全状態の患者
［Ｇ］通信・交通・電力・エネルギー業界関係者
［Ｈ］行政担当者
［Ｉ］乳幼児・小学生
［Ｊ］健康な高齢者（65歳以上）
［Ｋ］妊婦
［Ｌ］60歳未満の慢性肺疾患患者，心疾患患者，腎疾患患

者，代謝異常患者，免疫不全状態の患者

問３ やがてワクチンの開発がされたとします。しかしその
量は少ししかなかったとします。この場合，ワクチンの
接種に優先順位をつけることについて，あなたはどう思
われますか。優先順位をつけなければ接種を希望しなが
らもその時期によっては接種を受けられない人がでま
す。（○印はひとつ）

［１］賛成
［２］反対
［３］わからない

問４ 優先順位をつけることになりました。誰から優先的に
ワクチン接種をすべきだとお考えですか。順位にあては
まるアルファベットを上記の太枠内から選んでお答えく
ださい。（上記のアルファベットをそれぞれ記入）

的であると報告している7)8)。
本稿では，数理モデル上での評価は重要であ

ると認めつつも，パンデミック時のような国家
的危機管理の事前対応としては国民の意思を理
解することが重要であると考え，一般住民調査
を通じて薬剤使用の優先順位について検討した。

Ⅱ

調査は2005年４月上旬に，調査会社の保有す
るパネルから，居住地を層とする二層化抽出法
により全国880世帯を抽出し，郵送法によって
実施した。調査会社のパネルは全国22万世帯を
無作為抽出しており，居住地，人口構成は母集

団を反映している。分析対象は回収された世帯
に属する20歳以上の成人である。
調査内容は，回答者に優先順位をつけること
についての選好を尋ね，新型インフルエンザの
薬剤（抗インフルエンザウイルス剤）の服用に
ついて優先順位をつけてもらい，次に，新型イ
ンフルエンザのワクチン接種について優先順位
をつけてもらった。調査票は５パターン用意し，
優先順位のアルファベットの順番はランダムに
並べ替えた。質問内容は に示す。
特に断りのない限り人口集団は，①乳幼児・
小学生，②妊婦，③乳児の母親，④警察・消防
関係者，⑤行政担当者，⑥通信・交通・電力・
エネルギー業界関係者，⑦医療従事者，⑧特別
養護老人ホーム・老人保健施設などの従業員，
⑨他の項目にあてはまる人を除く健康な13歳以
上65歳未満の人，⑩60歳未満の慢性肺疾患患者，
心疾患患者，腎疾患患者，代謝異常患者，免疫
不全状態の患者，⑪60歳以上の慢性肺疾患患者，
心疾患患者，腎疾患患者，代謝異常患者，免疫
不全状態の患者，⑫健康な高齢者（65歳以上），
と表記する，
本稿では，分析は２通り行った。１つ目は，
優先順位について各順位での支配的な人ロ集団
の分析である。この分析では，以下のように定
めた。第１位の人口集団は，第１位の回答の中
で割合が最も高い集団とした。第２位の人口集
団は，第１位の人口集団を除いて第２位の回答
の中で割合が最も高い集団とした。以下同様に，
下位の人口集団は，上位の支配的な人口集団を
除いてその順位の回答で割合が最も高い集団と
した。また，優先順位付けを行うことに対する
意見（賛成，反対，わからない）によって優先
順位が相違するかどうかも検討した。
もう１つの分析は，代表的ないくつかの人口
集団における最優先人口集団の選択に関する分
析である。本稿では，「高齢者」「妊婦，乳児の
母親」「乳幼児・小学生」について，これを最
優先としたかどうかを被説明変数とし，説明変
数として，「高齢者（65歳以上）」「女性」「乳幼
児・小学生の同居家族あり」の３つをダミー変
数とした，多肢 推定8)を行った。たとえ



（単位 ％）

抗ウイルス剤
（ｎ＝1,220）

ワクチン接種
（ｎ＝1,194）

賛成
反対
わからない

ば，高齢者自身が高齢者への使用を，女性が妊
婦，乳児の母親への使用を，あるいは，乳幼
児・小学生の同居家族がいる世帯が乳幼児・小
学生への使用を最優先に考えているという結果
になれば，それは社会的にみて効率的な配分を
考慮したというより，自分や近親者への優先使
用を希望したことを意味すると考えられる。な
お個人属性である職権や健康状態ごとの分析は，
該当する対象がいない，または標本数が少ない
ので分析の対象としなかった。
いずれの分析も，年齢，性別に関する母集団

からの抽出率の逆数で加重した。つまり，実際
の人口分布よりも割合が低い年齢，性別では高
く重みづけし，実際の人口分布よりも割合が高
い年齢，性別では低く重みをつけることによっ
て，実際の年齢，性別の人口分布に戻して解析
を行った。

Ⅲ

本調査は，772世帯から回答を得た（回収率
88％）。分析対象者は20歳以上の成人1,220人で
あった。年齢は平均50.6歳（標準偏差16.9歳，
最小20歳－最大94歳），高齢者の割合は27％で
あった。男性が48％，女性が52％，幼児・小学
生の同居家族の割合は54％であった。

に優先順位をつけることに対しての選好
（賛成か反対か）を示す。優先順位をつけるこ
との選好は，抗インフルエンザウイルス剤，ワ
クチン接種ともにほぼ同じで，賛成，反対，わ
からないがほぼ同数であった。

に各順位での支配的な人口集団を，第１
位から第12位まで示す。また，ある順位の選好
集団と，その１つ下位の優先順位となる人口集
団との有意差の検定を に示す。 から明
らかなように，第１位「乳幼児・小学生」，第
２位「妊婦」，第３位「乳児の母親」，第４位
「医療従事者」，第５位「60歳未満の慢性肺疾
患患者，心疾患患者，腎疾患患者，代謝異常患
者，免疫不全状態の患者」，第６位「特別養護
老人ホーム・老人保健施設などの従業員」，第



優先順位 人口集団 抗ウイルス剤
における確率値

ワクチン接種
における確率値

1 ①
2 ②
3 ③
4 ⑦
5 ⑩
6 ⑧
7 ⑫
8 ④
9 ⑥
10 ⑤
11 ⑨
12 ⑪

注 確率値は，その人口集団と次の順位の人口集団がその順位にお
いて選択される割合が等しいとする帰無仮説の下でのｔ検定にお
ける確率値である。人口集団は，それぞれ①乳幼児・小学生，②
妊婦，③乳児の母親，④警察・消防関係者，⑤行政担当者，⑥通
信・交通・電力・エネルギー業界関係者，⑦医療従事者，⑧特別
養護老人ホーム・老人保健施設などの従業員，⑨他の項目に当て
はまる人を除く健康な13歳以上65歳未満の人，⑩60歳未満の慢性
肺疾患患者，心疾患患者，腎疾患患者，代謝異常患者，免疫不全
状態の患者，⑪60歳以上の慢性肺疾患患者，心疾患患者，腎疾患
患者，代謝異常患者，免疫不全状態の患者，⑫健康な高齢者（65
歳以上）を指す。

優先
順位

抗ウイルス剤 ワクチン接種

賛成 反対 わから
ない 賛成 反対 わから

ない

1 ① ① ① ① ① ①
2 ② ② ② ② ② ②
3 ③ ③ ③ ③ ③ ③
4 ⑦ ⑩ ⑦ ⑦ ⑪ ⑦
5 ⑩ ⑧ ⑩ ⑩ ⑩ ⑩
6 ⑧ ⑫ ⑧ ⑧ ⑫ ⑧
7 ⑫ ⑨ ⑫ ⑫ ⑧ ⑫
8 ⑨ ⑦ ④ ⑨ ⑦ ④
9 ⑥ ⑥ ⑥ ④ ⑥ ⑥
10 ④ ④ ⑤ ⑥ ④ ⑤
11 ⑤ ⑤ ⑨ ⑤ ⑤ ⑨
12 ⑪ ⑪ ⑪ ⑪ ⑨ ⑪

注 人口集団を示す丸数字の内容は と同じである。

７位「健康な高齢者（65歳以上）」，第８位「警
察・消防関係者」，第９位「通信・交通・電
力・エネルギー業界関係者」，第10位「行政担
当者」，第11位「他の項目にあてはまる人を除
く健康な13歳以上65歳未満の人」，第12位「60
歳以上の慢性肺疾患患者，心疾患患者，腎疾患
患者，代謝異常患者，免疫不全状態の患者」，

の順で選択されていた。また，医療従事者と60
歳未満の慢性肺疾患患者，心疾患患者，腎疾患
患者，代謝異常患者，免疫不全状態の患者，特
別養護老人ホーム・老人保健施設などの従業員
と健康な高齢者（65歳以上），警察・消防関係
者と通信・交通・電力・エネルギー業界関係者
の間には有意な差はないので同じ順位であった。
また，この順位は抗インフルエンザウイルス剤，
ワクチン接種の場合で共通であった。
また，優先順位付けを行うことに相違するか
どうかの別での優先順位の結果を に示す。



説明変数

乳幼児・小学生 高齢者 妊婦，乳児の母親

マージナ
ル効果 確率値 マージナ

ル効果 確率値 マージナ
ル効果 確率値

抗ウイルス剤
高齢者
女性
乳幼児・小学生の同居家族
尤度比検定確率値
対数尤度
疑似Ｒ2

高齢者
女性
乳幼児・小学生の同居家族
尤度比検定確率値
対数尤度
疑似Ｒ2

注 尤度比検定確率値は，定数項を除くすべての係数が０であるとする帰無仮説に対する
尤度比検定の確率値である。マージナル効果は，説明変数に該当する者（例えば高齢
者）が該当しない者（例えば高齢でない者）と比べて，どの程度，その人口集団を最優
先にする確率が変化するかを示している。例えば，表左上の抗ウイルス剤における高齢
者ダミーの係数-0.127は，高齢者は高齢でない者と比べて平均的に約13％ポイント，乳
幼児・小学生を最優先人口集団にする確率が低いことを意味している。つまり，高齢で
ない者が抗ウイルス剤の使用において乳幼児・小学生を最優先人口集団にする確率が平
均的にｘ％であるとすると，高齢者ではｘ-13％であることを意味している。また，疑
似Ｒ2は当てはまりの程度を示す指標でないことに注意されたい。

ワクチン接種

これによると優先順位付けに賛成
か，反対か，わからないによって，
その順位に大きな変動はみられな
かった。
代表的な人ロ集団における最優

先人口集団に関する推定結果を
に示す。抗インフルエンザウイ

ルス剤とワクチン接種において，
優先順位で「幼児・小学生」を最
優先とする確率は，幼児・小学生
の同居家族はそうでない場合より
も，抗インフルエンザウイルス剤
では9.7ポイント，ワクチン接種
では8.0ポイント高かった。逆に，
「高齢者」を最優先とする確率は，
高齢者はそうでない者よりも抗イ
ンフルエンザウイルス剤では4.7
ポイント，ワクチン接種では4.8
ポイント高かった。他方，「妊婦，
乳児の母親」を最優先とする確率
は，幼児・小学生の同居家族，女性，高齢者の
いずれにおいても有意ではなかった。

Ⅳ

一般の人々を対象にした本調査によって，パ
ンデミック時の抗インフルエンザウイルス剤の
使用，ワクチン接種の順位として優先されるべ
きと考えられているのは，乳幼児・小学生，妊
婦，乳児の母親，（以下賂）の順であることが
明らかとなった。この３位までは，優先順位付
けの選好（賛成，反対，わからない）にかかわ
らず全く同じであったので強い支持を得ている
と考えられる。また，それ以降でもほぼ同じで
あるが，特徴的な違いは優先順位付けに反対を
表明している標本でのワクチン接種に関する優
先順位において，60歳以上の慢性肺疾患患者，
心疾患患者，腎疾患患者，代謝異常患者，免疫
不全状態の患者が第４位に人っている点である。
この人口集団は，反対を表明している標本での
ワクチン接種に関する優先順位以外では，すべ
て最下位に位置づけられている。この人口集団

は高齢でハイリスクであるので，罹患時の治療
成果が他の人口集団ほどには望めないために，
予防という意味でより優先されているものと推
測される。代わって医療従事者の順位が低下し
ている。この点は，反対を表明している標本に
共通した特徴である。
また，優先順位で最優先（第１位）に関して
の多肢 推定から，幼児・小学生の同居
家族は幼児・小学生を最優先とし，高齢者は高
齢者を最優先としていたことから，今後少子高
齢化が一層進むと，人口集団の多い高齢者の順
位が上昇する可能性がある。
一方で，日本における新型インフルエンザ対
策に関する検討小委員会5)では，最優先として
社会機能の維持の立場からみた対象（社会の基
本的サービスを提供しており，インフルエンザ
に罹患することによって社会機能の麻痺を招く
おそれのある集団）を最優先，次いで医学面か
らみた対象（インフルエンザに罹患すると経過
も重く，死亡率が高い集団），罹患すると重症
化しやすい集団への感染源の立場からみた対象
（罹患すると重症化しやすい集団に該当する者



にインフルエンザを伝播する集団），幼児・児
童（小学生）以下を順序付けずに挙げている。
この検討小委員会の分類を，本調査での人口

集団の定義に照らして考えると，社会機能の維
持の立場からみた対象は警察・消防関係者，通
信・交通・電力・エネルギー業界関係者，行政
担当者，医学面からみた対象は高齢者（65歳以
上）・慢性肺疾患患者・心疾患患者・腎疾患患
者・代謝異常患者・免疫不全状態の患者，罹患
すると重症化しやすい集団への感染源の立場か
らみた対象は医療従事者，老人保健施設などの
従業員，妊婦，乳児の母親，と推測される。
本調査の結果から比較してみると，社会機能

の維持の立場からみた対象は８，９，10位，医
学面からみた対象は５，７，12位，罹患すると
重症化しやすい集団への感染源の立場からみた
対象は４，６位である。今回の調査結果を前述
の検討小委員会での定義に照らすと，幼児・児
童（小学生），医学面からみた対象，罹患する
と重症化しやすい集団への感染源の立場からみ
た対象，社会機能の維持の立場からみた対象と
いう順になる。検討小委員会での提言内容と今
回の調査結果とは，ほぼ整合的ではなく，逆転
する場合もある。
一方，先のオランダでの研究6)では，幼児・

小学生とその親の世代を最優先と結論付けてい
るが，本調査での人口集団の定義に照らすと幼
児・小学生，あるいは妊婦，乳児の母親となろ
う。その順位は上位３位までを占める。した
がって，今回の調査結果と整合的であるといえ
る。両者は数理モデルと一般住民調査と方法論
が異なるが，結論がほぼ同じであることは興味
深い。
本調査の解釈にあたっては，対象と方法で記

載したように，パンデミックの際の罹患率や死
亡率といった基本的な情報が調査時に提供され
ているが，回答者の優先順位に関する評価をす
るにあたって，情報提供の内容が十分で，正確
に提供されたかどうかを留意する必要がある。
実際には，国民は各々が保有する情報に基づい
て意思決定を行うので，優先順位に関する選好
を調査する場合には，情報提供は調査に際して

は必要ではない。しかしながら，実際のパンデ
ミック時に国民が意思を表明する際の情報量と，
この調査時点での情報量が同じであることを意
味するわけではない。パンデミック時には多く
の報道や，さらには流言飛語が飛び交うことが
容易に想像されるため，今回の調査時点での情
報量とは異なると考えるのが自然である。この
問題を解決するために，優先順位に関しての他
の選好調査の方法として，例えばコンジョイン
ト分析のように，罹患率や死亡率に関する状況
を仮想的に設定し，その上で優先順位の回答を
求める調査方法を用いることが考えられる。こ
の点は将来の課題である。
そもそも，優先的に使用する，逆に言えば優
先順位が下位の者に対しては使用しない法的根
拠は現行法制度上ない。ワクチン接種について
は，臨時の定期接種の範囲を年齢について制限
して行うことは可能だと思われる。抗インフル
エンザウイルス剤については，薬事法上，適用
を限定することが考えられる。いずれの場合で
も，年齢あるいは家族状態に関しての対象の限
定にとどまり，職業に関しては別途の法的根拠
を与える必要があろう。また，法的根拠が与え
られたとしても，その順位は，倫理的な側面と
ともに，一般住民の選好という意味において，
民意を反映して決定されなければならない。そ
れが何らかの基準，例えば死亡者数の抑制や社
会機能の維持に照らして効率的であるかどうか
はまた別問題である。しかしながら，いかに効
率的であろうとも，一般住民の選好を無視した
政策は国民の支持を得るものではないし，パン
デミック時の社会不安を助長させ，医療・公衆
衛生の現場で大きな混乱を巻き起こす危険性が
ある。したがって，あらかじめ一般の人々への
説明，理解を求めること，つまりリスクコミュ
ニケーションを十分行うことが必要である。
本調査では，１年前の2004年４月上旬にその
パイロット的な研究を実施している。そこでは
1,227人からの情報に基づいて，優先順位を幼
児・小学生，高齢者（65歳以上）・慢性疾患患
者，妊婦，乳児の母親，医療従事者，老人保健
施設などの従業員，警察官・消防関係者，通信



・交通・電力・エネルギー業界関係者，行政担
当者，それ以外の職業に就く健康な13歳以上65
歳未満の人の順に定めた。本調査とは，人ロ集
団の設定が若干異なり，また，抗ウイルス剤と
ワクチンの違いを明示しない，優先順位をつけ
ることに対する考え方については尋ねていない
などの違いがあるので，単純な比較はできない
が，おおむね同じ傾向である。最大の違いは，
高齢者（65歳以上）・慢性疾患患者が前回は２
位であったが，今回は60歳以上の慢性肺疾患患
者，心疾患患者，腎疾患患者，代謝異常患者，
免疫不全状態の患者が５位である点である。今
回は高齢者の分類を細かくしたことが影響して
いると考えられる。いずれにしても，子どもと
その母親，次いで高齢者あるいは医療従事者の
順であることは，２回の調査に共通している。
したがって，その傾向はかなり安定的であると
結論づけられよう。
本調査は，2005年度文部科学省研究費補助金
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エンザ・プランニングの研究」（代表：大久保
一郎筑波大学教授）の成果の一部である。本稿
の作成にあたって，国立感染症研究所の重松美
加主任研究官から助言・協力をいただいたこと
に感謝する。また，2005年度ワクチン学会での
報告の際に，国立感染症研究所の田代眞人ウイ
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